
第１号議案 豊田都市計画区域区分の変更について 

第２号議案 豊田都市計画用途地域の変更について 

変更する内容及び関連する事項 変更する理由 

(第１号議案) 

豊田都市計画区域区分の変更 

 

土地区画整理事業により良好な市街

地を整備することが可能となることか

ら、住居系建築物を誘導する将来の土地

利用計画を実現するために市街化区域

に編入するものである。 

市街化区域編入地区数及び面積表 

（豊田都市計画） 

 

増減 編入 除外 変更箇所の内訳 市町村名 

変更前 

市街化 

区域面積 

(ha) 

変更後 

市街化 

区域面積 

(ha) 
面積 

(ha) 

箇所数 

（箇所） 

箇所数 

（箇所） 
地区名 ＜変更面積＞ 

豊田市 約4,960 約4,962 約 2 １ ― 花園地区＜1.9ha＞ 

 

 



変更する内容及び関連する事項 変更する理由 

（第２号議案） 

豊田都市計画用途地域の変更 

 

  

花園地区（花園町） 
 種類 容積率 建ぺい率 

変更前 － － － 

変更後 １低 50％ 30％ 

 
※表中の略称は次のとおり 
 １低：第一種低層住居専用地域 
  
 

豊田花園土地区画整理事業が施行さ

れる区域の市街化区域編入に伴い、都市

基盤整備に備え、無秩序な開発を抑制

し、良好な住環境を保全するため、第一

種低層住居専用地域（容積率５０％、建

ぺい率３０％、建築物の高さ制限１０

ｍ）を定めるものである。 

 

用途地域面積増減表 

（変更のある用途地域のみを記載） 

（豊田都市計画）                  

種  類 
建築物の 

容積率 

建築物の 

建ぺい率 

外壁の 

後退距離の

限度 

建築物の 

敷地面積の

最低限度 

建築物 

の高さ 

の限度 

増 減 
変更後 

面積 

第一種低層 

住居専用地域 
5/10以下 3/10以下 － － 10m 約 1.9ha 約 155ha

 

 



第３号議案 常滑都市計画用途地域の変更について  

変更する内容及び関連する事項 変更する理由 
常滑駅周辺地区（常滑市） 
（１）名古屋鉄道より東側の街区(0.4ha) 

 種類 容積率 建ぺい率 
変更前 準工 200％ 60％ 

変更後 商業 400％ － 

 
（２）名古屋鉄道より西側の街区(0.7ha) 

 種類 容積率 建ぺい率 
変更前 準工 200％ 60％ 

変更後 １住 200％ 60％ 

                             (0.02ha) 
 種類 容積率 建ぺい率 

変更前 工業 200％ 60％ 

変更後 １住 200％ 60％ 

 
※表中の略称は次のとおり 
 １住：第一種住居地域 
 商業：商業地域 
 準工：準工業地域 

 工業：工業地域 
 

 

 

常滑駅周辺土地区画整理事業を施行

中の区域の一部について、良好な商業地

及び住宅地の形成を図るため、準工業地

域(容積率 200％、建ぺい率 60％)を商業

地域(容積率 400％)及び第一種住居地

域(容積率 200％、建ぺい率 60％)に、工

業地域(容積率 200％、建ぺい率 60％)

を第一種住居地域(容積率 200％、建ぺ

い率 60％)にそれぞれ変更するもので

ある。 

 

用途地域面積増減表 

（変更のある用途地域のみを記載） 

（常滑都市計画）                   

種  類 
建築物の 

容積率 

建築物の 

建ぺい率 

外壁の 

後退距離の

限度 

建築物の 

敷地面積の

最低限度 

建築物 

の高さ 

の限度 

増 減 
変更後 

面積 

第一種住居地域 20/10以下 6/10以下 － － － 約0.72ha 約 622ha

商業地域 40/10以下 －  － － － 約0.4ha 約 103ha

準工業地域 20/10以下 6/10以下 － － － 約-1.1ha 約 434ha

工業地域 20/10以下 6/10以下 － － － 約-0.02ha 約 52ha
 

 



第４号議案 名古屋都市計画道路の変更について 

変更する内容及び関連する事項 変更する理由 

○３・４・７２６号敷田大久伝線 

・幅員の変更 

 変更延長 約５０ｍ 

 変更前 変更後

交差点部幅員 16m 18m  

都市計画道路熊野豊明線との交

差部における安全性の向上と交通

の円滑化を図るため、一部幅員を変

更するものである。 

  



第５号議案 尾張北部都市計画道路の変更について 

変更する内容及び関連する事項 変更する理由 

○３・５・２５号大口桃花台線 

・線形及び幅員の変更 

 変更前 変更後

交差点部幅員 16m 18m 

線形の最大振れ幅 約２８ｍ 

県道若宮江南線との接続部にお

ける交通処理の円滑化を図るため、

一部線形及び幅員を変更するもの

である。 

 



第６号議案 衣浦西部都市計画道路の変更について 

変更する内容及び関連する事項 変更する理由 

○３・４・１９号武豊港線 

・線形及び幅員の変更 

 変更前 変更後

交差点部幅員 19m 18m 

変更延長 約600ｍ 

線形の最大振れ幅 約10ｍ 

 

周辺土地利用との整合を図るた

め、一部区間の線形を変更する。ま

た、知多東部線との交差点部の効率

的な交通処理を図るため、一部幅員

を変更するものである。 

  



第７号議案 豊田都市計画道路の変更について 

第８号議案 岡崎都市計画道路の変更について 

変更する内容及び関連する事項 変更する理由 

(第７号議案) 

○３・４・２号 梅坪堤線 
・幹線街路との交差箇所数 

 変更前 変更後 

平面交差 14箇所 15箇所 

 

 

〔参考〕 

●市決定（豊田市決定） 

○３･５･１３０号 豊田岡崎線 
・追加  幅員１４ｍ 

     延長約３１０ｍ 
 

 

豊田市南部地域と岡崎市北部地域と

を結ぶ橋梁部周辺において円滑な交通

を確保し、両市の健全な発展に資する

道路網を構築する目的で、豊田都市計

画道路に豊田岡崎線を追加する手続

が、豊田市において進められている。

豊田市決定の豊田岡崎線の追加に伴

い、周辺地域の円滑な交通処理と良好

な都市計画道路のネットワーク形成を

図るため、当該路線と交差する計画と

なる梅坪堤線について、計画書に記載

すべき「道路の構造事項」である「幹

線街路との平面交差箇所数」を変更す

るものである。 

 

  



 

変更する内容及び関連する事項 変更する理由 

(第８号議案) 

○３・５・１号 奥殿線 
・幅員及び線形の変更 

変更延長 約５２０ｍ 

 変更前 変更後 

交差点部幅員 １２ｍ １５ｍ 

 線形の最大振れ幅 約６０ｍ 

 

○３・４・２８号 岡崎駅平戸橋線 

・幅員及び線形の変更 

変更延長 約２，０００ｍ 

  変更前 変更後 

岡崎豊田線との交差点以南 

一般部 １２ｍ １６ｍ 

交差点部 １２ｍ １８ｍ 

岡崎豊田線との交差点以北 

一般部 １２ｍ １２ｍ 

 

幅 

 

 

員 

交差点部 １２ｍ １５ｍ 

 線形の最大振れ幅 約１００ｍ 

 

・幹線街路との交差箇所数 

 変更前 変更後 

平面交差 17箇所 18箇所 

 

 

〔参考〕 

●市決定（岡崎市決定） 

○３･４･１２０号 岡崎豊田線 
・追加  幅員１６ｍ 

     延長約７５０ｍ 
 

 

岡崎市北部地域と豊田市南部地域と

を結ぶ橋梁部周辺において円滑な交通

を確保し、両市の健全な発展に資する

道路網を構築する目的で、岡崎都市計

画道路に岡崎豊田線を追加する手続

が、岡崎市において進められている。

岡崎市決定の岡崎豊田線の追加に伴

い、周辺地域の円滑な交通処理と良好

な都市計画道路のネットワーク形成を

図るため、当該路線と接続する計画と

なる岡崎駅平戸橋線の線形、幅員及び

計画書に記載すべき「道路の構造事項」

である「幹線街路との交差箇所数」を

変更するとともに、関連する奥殿線の

線形及び幅員を変更するものである。

 

 



第９号議案 刈谷市における特殊建築物の敷地の位置について 

内容及び関連する事項 理  由 

１ 申請者 

  住所 刈谷市場割町一丁目 4-1 他８筆 

  氏名 地建興業株式会社 

代表取締役 宮地 俊夫 

 

２ 名称 

刈谷機材センター 

 

３ 位置 

刈谷市場割町一丁目 

4-1,4-2,4-3,4-4,4-5,4-6,4-7,4-14,4-15 

 

４ 敷地面積 

  ４，７０８．０２㎡ 

 

５ 参考 

 

（１）建築物 

 

（２）処理能力 

  汚泥の脱水 ６４．０㎥／日 

 

建物 
構造 

階数 
建築面積 延べ面積 

資材棟 
鉄骨造 

２階建 
486.00 ㎡ 972.00 ㎡

事務所 
鉄骨造 

６階建 
426.24 ㎡ 2,577.44㎡

処理場 

上屋 

鉄骨造 

平屋建 
50.40 ㎡ 50.40 ㎡

合計  962.64 ㎡ 3,599.84㎡

申請者は、平成１０年３月３１

日に廃棄物の処理及び清掃に関

する法律の許可を受けて市内に

おいて産業廃棄物の処理業を行

っている。 
今回、事業拡大のため新規に汚

泥の脱水施設を設置することに

したが、処理能力が３０㎥の基準

を超えるため、建築基準法第５１

条ただし書許可が必要となった

ものである。 
なお、公害対策には万全を期す

るとともに敷地内の緑化に努め、

環境には充分に配慮している。 
 

 



第 10 号議案 長久手町における特殊建築物の敷地の位置について 

内容及び関連する事項 理  由 

１ 申請者 

  住所 愛知郡長久手町 
大字前熊字橋ノ本 103番地 8 

  氏名 株式会社 小池 
代表取締役 小池 信介 

 

２ 名称 

（仮称）小池リサイクル骨材プラント 
 

３ 位置 

愛知郡長久手町大字熊張字福井 1534番 33
 

４ 敷地面積 

  ２，９８７．３２㎡ 

 

５ 参考 

 

（１）建築物 

 

（２）処理能力 

  がれき類の破砕 ２８０．０ｔ／日 

 

建物 構造 
階数 建築面積 延べ面積 

事務棟 鉄骨造 
平屋建 9.72㎡ 9.72㎡ 

便所棟 鉄骨造 
平屋建 1.21㎡ 1.21㎡ 

合計  
 10.93㎡ 10.93㎡ 

 申請者は、平成７年に産業廃棄物

収集運搬業（積替え、保管を除く）

の許可を受け、平成９年９月に産業

廃棄物処分業（中間処理（破砕））を

行っている。 
 今回事業拡大のため新規にＲＣ４

０の破砕施設を新規事業地に設置す

ることにしたが、処理能力が５ｔ／

日の基準を超えるため、建築基準法

第５１条のただし書許可が必要とな

ったものである。 
なお、公害対策には万全を期する

とともに敷地内の緑化に努め、環境

には十分配慮している。 

 



第 11 号議案 春日井市における特殊建築物の敷地の位置について 

内容及び関連する事項 理  由 

１ 申請者 

住所  名古屋市瑞穂区八勝通２丁目32番地の１

氏名  株式会社ホウセイ開発 

   代表取締役 田中 久夫 

 

２ 名称 

株式会社ホウセイ開発春日井処理場 

 

３ 位置 

春日井市明知町字頓明１５１０番１９ 

 

４ 敷地面積 

２,９７６．６４㎡ 

 

５ 参考 

（１）建築物 

建物 
構造 

階数 
建築面積 延べ面積 

ｽﾄｯｸﾔｰﾄﾞ 
鉄骨造 

平屋建 
289.00 ㎡ 289.00 ㎡

選別場 
鉄骨造 

２階建 
136.64 ㎡ 273.28 ㎡

事務所 
鉄骨造 

平屋建 
54.34 ㎡ 54.34 ㎡

機械室 

(破砕機) 

鉄骨造 

平屋建 
27.52 ㎡ 27.52 ㎡

機械室 

(ｽｸﾘｰﾝ） 

鉄骨造 

平屋建 
27.08 ㎡ 27.08 ㎡

機械室 

(集塵機1) 

鉄骨造 

平屋建 
6.75 ㎡ 6.75 ㎡

機械室 

(集塵機2) 

鉄骨造 

平屋建 
6.75 ㎡ 6.75 ㎡

合 計  548.08 ㎡ 684.72 ㎡

 

（２）処理能力 

がれき類の破砕 
 ９３３．２８ｔ／日 

 

申請者は、平成 2年に産業廃棄
物収集運搬業の許可を受け、産業

廃棄物の収集運搬業を行ってい

る。 
今回、事業拡大のため新規にが

れき類の破砕施設を設置するこ

とにしたが、処理能力が 1日あた
り５ｔを超えるため、建築基準法

第５１条ただし書許可が必要と

なったものである。 
なお、公害対策には万全を期

するとともに敷地内の緑化に努

め、環境には十分配慮している。

 



 

 

第 12 号議案  

 

西知多道路の都市計画決定に関する

愛知県都市計画審議会環境影響評価

調査専門部会の設置について  

 
 

参考資料１ 

・・・西知多道路の都市計画決定と環境影響評価について 

参考資料２ 

・・・愛知県都市計画審議会環境影響評価調査専門部会要綱 

 

 

 



参考資料１ 

西知多道路の都市計画決定と環境影響評価について 

１．西知多道路の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．環境影響評価と都市計画の手続きについて 

 （１） 環境影響評価の対象事業（道路） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （２） 都市計画に定められる環境影響評価対象事業に関する特例 

環境影響評価法及び県環境影響評価条例において、環境影響評価事業が都市計画に

定められる事業である場合には、都市計画決定権者が事業者に代わるものとして環境影

響評価手続きを都市計画の手続きに併せて実施することが定められている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （３）専門部会の設置 

都市計画決定権者である県が環境影響評価を実施する場合には、「愛知県都市計画審

議会環境影響評価調査専門部会要綱第３条」に基づき、審議会の議決により環境影響評

価調査専門部会を設置し、調査・審議することとしている。 

路線の名称 都市計画道路 西知多道路 

区間・延長 東海市（伊勢湾岸自動車道）～常滑市（知多横断道路） Ｌ≒２０ｋｍ 

種別・車線数 自動車専用道路（一般国道） ４～６車線 

主な経緯 Ｈ５．５   第１１次五計で名古屋圏自動車専用道路に位置づけ 

Ｈ６．１２  地域高規格道路候補路線指定 

Ｈ１０．６  地域高規格道路計画路線指定 

Ｈ１６．３  全線が地域高規格道路調査区間指定 

Ｈ１９．１０ パブリックインボルブメント（ＰＩ）の手続き開始（県道路建設課）

Ｈ２１．５  ＰＩ広報誌第５号で概略計画の方向性を公表 

対象事業の種類 
環境影響評価法 

（第１種事業） 
県環境影響評価条例 

高速自動車国道 全て － 

指定都市高速道路（４車線以上） 全て － 

一般国道（４車線以上） １０ｋｍ以上 ７．５ｋｍ以上１０ｋｍ未満 

林道（幅員６．５ｍ以上） ２０ｋｍ以上 １５ｋｍ以上２０ｋｍ未満 

県道・市町村道（４車線以上） － ７．５ｋｍ 

【環境影響評価法 第四十条】 
 対象事業が市街地開発事業として都市計画法の規定により都市計画に定められる場合における当該
対象事業又は対象事業に係る施設が都市施設として同法の規定により都市計画に定められる場合にお
ける当該都市施設に係る対象事業については、第五条から第三十八条までの規定により行うべき環境影
響評価その他の手続は、次項、次条、第四十三条、第四十四条及び第四十六条に定めるところにより、
当該都市計画に係る都市計画決定権者が当該対象事業に係る事業者に代わるものとして、当該対象事
業又は対象事業に係る施設（以下「対象事業等」という。）に関する都市計画の決定又は変更をする手続
と併せて行うものとする。この場合において、第五条第二項、第十四条第二項並びに第三十条第一項第
三号及び第二項の規定は、適用しない。 



                         参考資料２ 

愛知県都市計画審議会環境影響評価調査専門部会要綱 

 

（趣 旨） 

第１条 この要綱は、近年環境問題が都市計画決定に当たっての重要な判断要素であることにかんが

   み、環境影響評価に関する事項を調査審議させるための環境影響評価調査専門部会（以下「専

   門部会」という。）の設置及び運営に関する事項を定めるものとする。 

（所掌事務） 

第２条 専門部会は、愛知県都市計画審議会（以下「審議会」という。）が付託した都市計画に係る

   環境影響評価に関する事項を調査審議するものとする。 

（設 置） 

第３条 専門部会は、審議会の議決により設置する。 

（組 織） 

第４条 専門部会は、審議会長が指名する委員、臨時委員及び専門委員若干人をもって組織する。 

（部会長） 

第５条 専門部会に、部会長を置き、専門部会に属する委員のうちから、審議会長が指名する。 

  ２ 部会長に事故あるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

（会 議） 

第６条 専門部会は、部会長が招集する。 

  ２ 専門部会においては、部会長が議長となる。 

  ３ 専門部会の調査審議が終了したときは、部会長が、その結果を審議会に報告するものとする。 

（会議の公開等） 

第７条 専門部会の会議は、これを公開するものとする。ただし、次の各号に掲げる場合はこの限り

でない。 

     (1)  調査審議する内容に、愛知県情報公開条例（平成１２年愛知県条例第１９号）第７条に規

定する不開示情報に該当する情報が含まれている場合   

     (2)  専門部会が非公開とする旨を議決した場合 

  ２  専門部会の傍聴方法等については愛知県都市計画審議会傍聴要領（平成１３年４月２７日施

行）に規定するところに準じて行う。 

（解 散） 

第８条 専門部会は、その調査審議に係る都市計画の案が、審議会で議決された後、解散するものと

する。 

（雑 則） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、専門部会の運営に関し必要な事項は、部会長が、専門部会に

諮って定める。 

   



附 則 

   この要綱は、昭和57年７月７日から施行する。 

  附 則 

   この要綱は、平成12年4月１日から施行する。 

  附 則 

   この要綱は、平成20年2月29日から施行する。 

 

  

 




